
一
般
会
計

町
の
行
政
運
営
に
か
か
る
基
本

的
な
経
費
を
計
上
し
た
会
計

特
別
会
計

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
と
区
別

し
て
別
に
処
理
す
る
た
め
の
会

計企
業
会
計

地
方
財
政
上
、
地
方
公
営
企
業

法
が
適
用
さ
れ
る
公
営
企
業
の

会
計
。
和
水
町
は
病
院
事
業
会

計
、
簡
易
水
道
事
業
会
計
、
下

水
道
事
業
会
計
が
該
当

﹇ 

歳
入 

﹈

自
主
財
源

町
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
財

源依
存
財
源

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る
収
入

諸
収
入

財
産
貸
付
に
よ
る
財
産
収
入
や

各
種
分
担
金
、負
担
金
、使
用
料
、

手
数
料
、
寄
附
金
な
ど

地
方
交
付
税

所
得
税
、
法
人
税
、
消
費
税
な

ど
の
国
税
収
入
の
一
部
を
国
が

交
付

国
・
県
支
出
金

国･

県
が
使
用
目
的
を
特
定
し
て

交
付

町
債

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
に
あ
て

る
借
入
金

﹇ 

歳
出 

﹈

扶
助
費

教
育
、
医
療
、
福
祉
な
ど
の
社

会
保
障
費

◆ 

用
語
解
説

普
通
建
設
事
業
費

道
路
、
橋
り
ょ
う
、
河
川
や
公

共
施
設
の
建
設
費

物
件
費

委
託
料
、
消
耗
品
、
通
信
運
搬

費
等

維
持
補
修
費

道
路
、
橋
り
ょ
う
、
公
共
施
設

等
の
修
繕
費

補
助
費
等

各
種
団
体
へ
の
補
助
金
、
負
担

金議
会
費

議
会
運
営
の
た
め
に

総
務
費

行
政
運
営
や
ま
ち
づ
く
り
の
た

め
に

民
生
費

福
祉
・
医
療
の
た
め
に

衛
生
費

ゴ
ミ
処
理
や
病
気
予
防
の
た
め

に農
林
水
産
業
費

農
林
業
の
振
興
の
た
め
に

商
工
費

商
工
業
・
観
光
振
興
の
た
め
に

土
木
費

橋
や
道
路
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
整

備
の
た
め
に

消
防
費

消
防
や
災
害
予
防
の
た
め
に

教
育
費

学
校
や
生
涯
学
習
の
た
め
に

災
害
復
旧
費

災
害
時
の
復
旧
の
た
め
に

公
債
費

借
り
入
れ
た
お
金
の
返
済
の
た

め
に

予
備
費

緊
急
時
に
備
え
る
た
め
に

依
存

財
源

 自主財
源一般会計

歳 入

町税
９億2,715万円
　　　　11.3%

諸収入 など
15億9,772万円
　　　　19.5%

地方交付税
32億円　39.1%

国・県支出金
11億4,283万円
　　　　14.0%

町債
９億5,550万円
　　　　11.7%

地方譲与税 など
３億5,412万円
　　　　　4.3%

　住宅用地造成事業会計は令和 4年度中に廃止となりました。
　簡易水道事業会計、下水道事業会計、特定地域生活排水処理事業会計は地方公営企業法の適用により、公営企業
会計へ移行しました。

令和５年度予算

一般会計 81億7,731万円
特別会計 35億8,679万円

令和５年度当初予算が３月議会定例会で可決されました。

 

歳 

入
（
一
般
会
計
）

　
歳
入
予
算
は
、
自
主
財
源
（
町
が
独
自
に
も
つ
財

源
）
が
30
・
８
％
、
依
存
財
源
（
国
・
県
か
ら
の
補
助

金
な
ど
）
が
69
・
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
依
存
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
の
う
ち
、
普
通
交
付

税
は
30
億
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
令
和
４
年
度
実

績
見
込
み
（
約
３０
億
６
千
万
円
）
と
比
較
し
て
約
６
千

万
円
の
減
額
と
な
る
見
込
み
で
す
。
昨
年
度
は
、
総
合

経
済
対
策
等
で
の
追
加
交
付
が
あ
っ
た
こ
と
に
よ
り
ま

す
。
町
民
税
は
、
コ
ロ
ナ
の
影
響
減
少
を
考
慮
し
増
額

を
見
込
み
、
固
定
資
産
税
は
、
コ
ロ
ナ
減
免
の
特
例
終

了
や
太
陽
光
発
電
の
稼
働
開
始
を
鑑
み
て
増
額
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

 

歳 

出
（
一
般
会
計
）

　
歳
出
予
算
は
、
義
務
的
経
費
（
人
件
費
、
扶
助
費
、

公
債
費
）
が
歳
出
総
額
の
約
37
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

教
育
・
医
療
・
福
祉
な
ど
に
係
る
扶
助
費
は
生
活
に
直

結
す
る
も
の
で
、
容
易
に
削
減
、
圧
縮
は
で
き
な
い
経

費
で
す
。
今
年
度
当
初
予
算
は
、
政
策
的
経
費
の
財
源

等
で
約
８
億
３
０
０
万
円
の
基
金
取
り
崩
し
が
必
要
と

な
り
ま
し
た
。
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
た
め
の

事
業
を
進
め
て
い
ま
す
。
健
全
な
財
政
運
営
を
行
う
た

め
に
、
単
独
事
業
の
見
直
し
と
、
公
営
企
業
会
計
へ
の

繰
出
金
、
投
資
的
経
費
や
公
共
施
設
等
の
維
持
補
修
経

費
を
抑
制
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

令
和
５
年
度
の
主
要
事
業

・
議
会
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
導
入
事
業 

７
５
５
万
円

・
地
域
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
事
業 

５
５
０
万
円

・
定
住
促
進
事
業 

８
，
８
１
３
万
円

・
特
老
事
業
会
計
繰
出
金 

１
億
６
５
５
万
円

・
副
食
費
補
助
金 

７
１
３
万
円

・
町
道
整
備
事
業 

４
億
９
，
５
９
９
万
円

・
学
校
給
食
費
補
助
金 

３
，
２
２
３
万
円

・
ス
カ
イ
ド
ー
ム
空
調
整
備
事
業 ２

億
４
，
４
３
１
万
円

　
本
町
の
財
政
は
、
地
方
交
付
税
、
国
・
県
支
出
金
や

町
債
に
多
く
の
歳
入
を
依
存
し
て
い
ま
す
。
町
税
の
徴

収
率
向
上
や
公
有
財
産
の
整
理
統
合
な
ど
に
よ
る
有
効

活
用
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

問
　
総
務
課
　
財
政
係

☎
０
９
６
８
・
８
６
・
５
７
２
０

各会計予算比較一覧表

会計名
当初予算額（単位：千円） 対前年度

増減率令和４年度 令和５年度

一般会計 7,153,202 8,177,311 14.3%
国民健康保険
事業会計 1,318,268 1,348,198 2.3%

介護保険事業会計 1,490,625 1,470,991 △1.3%
特別養護老人ホーム
事業会計 463,030 562,578 21.5%
住宅用地造成
事業会計 4,672 － △100.0%

簡易水道事業会計 74,222 － △100.0%

下水道事業会計 111,679 － △100.0%
特定地域生活排水
処理事業会計 122,878 － △100.0%

春富財産区特別会計 208 951 357.2%
後期高齢者医療
事業会計 208,498 204,073 △2.1%

合　計 10,947,282 11,764,102 7.5%

一般会計
（単位：万円） 71億5,320万円 81億7,731万円 10億2,410万円

特別会計
（単位：万円） 37億9,408万円 35億8,679万円 △２億728万円

一
般
会
計

町
の
行
政
運
営
に
か
か
る
基
本

的
な
経
費
を
計
上
し
た
会
計

特
別
会
計

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
と
区
別

し
て
別
に
処
理
す
る
た
め
の
会

計企
業
会
計

地
方
財
政
上
、
地
方
公
営
企
業

法
が
適
用
さ
れ
る
公
営
企
業
の

会
計
。
和
水
町
は
病
院
事
業
会

計
、
簡
易
水
道
事
業
会
計
、
下

水
道
事
業
会
計
が
該
当

﹇ 

歳
入 

﹈

自
主
財
源

町
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
財

源依
存
財
源

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る
収
入

諸
収
入

財
産
貸
付
に
よ
る
財
産
収
入
や

各
種
分
担
金
、負
担
金
、使
用
料
、

手
数
料
、
寄
附
金
な
ど

地
方
交
付
税

所
得
税
、
法
人
税
、
消
費
税
な

ど
の
国
税
収
入
の
一
部
を
国
が

交
付

国
・
県
支
出
金

国･

県
が
使
用
目
的
を
特
定
し
て

交
付

町
債

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
に
あ
て

る
借
入
金

﹇ 

歳
出 

﹈

扶
助
費

教
育
、
医
療
、
福
祉
な
ど
の
社

会
保
障
費

普
通
建
設
事
業
費

道
路
、
橋
り
ょ
う
、
河
川
や
公

共
施
設
の
建
設
費

物
件
費

委
託
料
、
消
耗
品
、
通
信
運
搬

費
等

維
持
補
修
費

道
路
、
橋
り
ょ
う
、
公
共
施
設

等
の
修
繕
費

補
助
費
等

各
種
団
体
へ
の
補
助
金
、
負
担

金議
会
費

議
会
運
営
の
た
め
に

総
務
費

行
政
運
営
や
ま
ち
づ
く
り
の
た

め
に

民
生
費

福
祉
・
医
療
の
た
め
に

衛
生
費

ゴ
ミ
処
理
や
病
気
予
防
の
た
め

に農
林
水
産
業
費

農
林
業
の
振
興
の
た
め
に

商
工
費

商
工
業
・
観
光
振
興
の
た
め
に

土
木
費

橋
や
道
路
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
整

備
の
た
め
に

消
防
費

消
防
や
災
害
予
防
の
た
め
に

教
育
費

学
校
や
生
涯
学
習
の
た
め
に

災
害
復
旧
費

災
害
時
の
復
旧
の
た
め
に

公
債
費

借
り
入
れ
た
お
金
の
返
済
の
た

め
に

予
備
費

緊
急
時
に
備
え
る
た
め
に

そ
の

他

 義務
的

経
費

　　

一般会計
歳 出

  投 資 的 経費

 

人件費
11億6,244万円
　　　　14.2%

扶助費
９億1,993万円
　　　　11.2%

公債費
９億6,600万円
　　　　11.8%

普通建設事業費・
災害復旧費
12億7,058万円
　　　　　15.5%

物件費・維持補修費
12億3,123万円
　　　　　15.1%

補助費等
14億9,982万円
　　　　18.3%

積立金・投資及び
出資金・貸付金
４億386万円
　　　　　4.9%

繰出金・予備費
７億2,346万円
　　　　　8.8%

令和５年度予算
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計
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歳
入
予
算
は
、
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主
財
源
（
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が
独
自
に
も
つ
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が
30
・
８
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国
・
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か
ら
の
補
助

金
な
ど
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が
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・
２
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と
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っ
て
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ま
す
。
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存
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で
あ
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付
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の
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、
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通
交
付
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は
30
億
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
令
和
４
年
度
実

績
見
込
み
（
約
３０
億
６
千
万
円
）
と
比
較
し
て
約
６
千

万
円
の
減
額
と
な
る
見
込
み
で
す
。
昨
年
度
は
、
総
合

経
済
対
策
等
で
の
追
加
交
付
が
あ
っ
た
こ
と
に
よ
り
ま

す
。
町
民
税
は
、
コ
ロ
ナ
の
影
響
減
少
を
考
慮
し
増
額

を
見
込
み
、
固
定
資
産
税
は
、
コ
ロ
ナ
減
免
の
特
例
終

了
や
太
陽
光
発
電
の
稼
働
開
始
を
鑑
み
て
増
額
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。
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出
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は
、
義
務
的
経
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（
人
件
費
、
扶
助
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、

公
債
費
）
が
歳
出
総
額
の
約
37
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

教
育
・
医
療
・
福
祉
な
ど
に
係
る
扶
助
費
は
生
活
に
直

結
す
る
も
の
で
、
容
易
に
削
減
、
圧
縮
は
で
き
な
い
経

費
で
す
。
今
年
度
当
初
予
算
は
、
政
策
的
経
費
の
財
源

等
で
約
８
億
３
０
０
万
円
の
基
金
取
り
崩
し
が
必
要
と

な
り
ま
し
た
。
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
た
め
の

事
業
を
進
め
て
い
ま
す
。
健
全
な
財
政
運
営
を
行
う
た

め
に
、
単
独
事
業
の
見
直
し
と
、
公
営
企
業
会
計
へ
の

繰
出
金
、
投
資
的
経
費
や
公
共
施
設
等
の
維
持
補
修
経

費
を
抑
制
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

令
和
５
年
度
の
主
要
事
業

・
議
会
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
導
入
事
業 

７
５
５
万
円

・
地
域
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
事
業 

５
５
０
万
円

・
定
住
促
進
事
業 

８
，
８
１
３
万
円

・
特
老
事
業
会
計
繰
出
金 

１
億
６
５
５
万
円

・
副
食
費
補
助
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７
１
３
万
円

・
町
道
整
備
事
業 

４
億
９
，
５
９
９
万
円

・
学
校
給
食
費
補
助
金 

３
，
２
２
３
万
円

・
ス
カ
イ
ド
ー
ム
空
調
整
備
事
業 ２

億
４
，
４
３
１
万
円

　
本
町
の
財
政
は
、
地
方
交
付
税
、
国
・
県
支
出
金
や

町
債
に
多
く
の
歳
入
を
依
存
し
て
い
ま
す
。
町
税
の
徴

収
率
向
上
や
公
有
財
産
の
整
理
統
合
な
ど
に
よ
る
有
効

活
用
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
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目的別 金額
（千円） 町民１人当たり

議会費 87,304 9,477円

総務費 1,919,090 208,325円

民生費 1,897,743 206,008円

衛生費 625,119 67,859円

農林水産業費 229,826 24,949円

商工費 201,354 21,858円

土木費 849,575 92,225円

消防費 287,960 31,259円

教育費 1,071,796 116,348円

災害復旧費 21,544 2,339円

公債費 966,000 104,863円

予備費 20,000 2,171円

合　計 8,177,311 887,680円
※町民１人当たりの金額は、令和５年３月末人口9,212人で算出

5│広報なごみ│2023 May│ │広報なごみ│2023 May│4


